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（障害者職業能力開発勘定）

（単位：円）

貸借対照表
（　令和７年３月３１日　）

資産の部

　　　　現金及び預金 299,873,259
　Ⅰ　流動資産

　　　　未収消費税等 52,132
　　　　未収金 61,722 61,722

　　　　賞与引当金見返（注） 39,823,520

　　　　　　　流動資産合計 340,730,506

　　　　前払費用 919,873

　　１　有形固定資産
　Ⅱ　固定資産

　　　　　　減価償却累計額 △ 243,320 1,581,624
　　　　　機械装置 1,824,944

　　　　　工具器具備品 66,701,490
　　　　　　減価償却累計額 △ 57,513,025 9,188,465

　　　　　　　有形固定資産合計 10,770,089

　　　　　電話加入権 11 11
　　２　無形固定資産

　　３　投資その他の資産

　　　　　　　無形固定資産合計 11

　　　　　退職給付引当金見返（注） 391,595,089

　　　　　　　投資その他の資産合計 391,595,089

　　　　　　　固定資産合計 402,365,189

　　　　　　　資産合計 743,095,695



（障害者職業能力開発勘定）

（単位：円）

貸借対照表
（　令和７年３月３１日　）

負債の部

　Ⅰ　流動負債
　　　　運営費交付金債務（注） 86,771,000
　　　　未払金 183,000,325
　　　　未払費用 2,373,352
　　　　預り金 72,640
　　　　引当金
　　　　　賞与引当金 39,823,520 39,823,520

　　　　　　　流動負債合計 312,040,837

　Ⅱ　固定負債
　　　　資産見返負債（注）
　　　　　資産見返運営費交付金 10,770,066
　　　　　資産見返寄附金 5 10,770,071
　　　　引当金
　　　　　退職給付引当金 391,595,089 391,595,089

　　　　　　　固定負債合計 402,365,160

　　　　　　　負債合計 714,405,997

純資産の部

　Ⅰ　資本金
　　　　政府出資金 30,117,042

　　　　　　　資本金合計 30,117,042

　Ⅱ　資本剰余金
　　　　その他行政コスト累計額（注） △ 30,117,014
　　　　　減価償却相当累計額（△） △ 4,080,193
　　　　　減損損失相当累計額（△） △ 791,989
　　　　　承継資産に係る費用相当累計額（△） △ 1,133,119
　　　　　除売却差額相当累計額（△） △ 24,111,713

　　　　　　　資本剰余金合計 △ 30,117,014

　Ⅲ　利益剰余金
　　　　積立金 42,406,952
　　　　当期未処理損失 △ 13,717,282
　　　　（うち当期総損失　△ 13,717,282）

　　　　　　　利益剰余金合計 28,689,670

　　　　　　　純資産合計 28,689,698

　　　　　　　負債純資産合計 743,095,695

　　　　（注）独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目



（障害者職業能力開発勘定）

（単位：円）

Ⅰ　損益計算書上の費用
　　　業務費 633,199,795
　　　一般管理費 187,255,779
　　　臨時損失 13
　　　　　損益計算書上の費用合計 820,455,587

Ⅱ　その他行政コスト
　　　減価償却相当額（注） 6,006
　　　除売却差額相当額（注） 30,096
　　　　　その他行政コスト合計 36,102

Ⅲ　行政コスト 820,491,689

（注）独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目

行政コスト計算書
（　令和６年４月１日　～　令和７年３月３１日　）



（障害者職業能力開発勘定）

（単位：円）

　　当期総損失 △ 13,717,282

△ 13,717,282　　当期純損失

　　　　　　　臨時損失合計 13

　　　固定資産除却損 13

　　　　賞与引当金繰入 37,877,962

　　　　　　　経常収益合計 806,738,305

　　　　退職給付費用 44,480,648
　　　　その他の業務費 180,397,521 633,199,795

　　　　減価償却費 166,718

　　　　　　　経常損失 △ 13,717,269

　　　一般管理費
　　　　人件費 21,331,863

損益計算書
（　令和６年４月１日　～　令和７年３月３１日　）

　　経常費用

　　　業務費

　　　雑益

　　　　人件費 360,212,326

　　　　減価償却費 5,565,738
　　　　業務委託費 4,665,600

　　　　賞与引当金繰入 1,945,558
　　　　退職給付費用 1,957,829
　　　　その他の一般管理費 161,853,811 187,255,779

　　　　運営費交付金収益 711,982,621

　　　　　　　経常費用合計 820,455,574

　　経常収益

　　　運営費交付金収益（注）

　　　業務収益

　　　　資産見返運営費交付金戻入 5,732,465 717,715,086

　　　　その他の事業収益 748,750 748,750

　　　賞与引当金見返に係る収益（注） 39,823,520

　　　寄附金収益（注）
　　　　資産見返寄附金戻入 4 4

　　　退職給付引当金見返に係る収益（注） 46,438,477

　　臨時損失

2,012,468

 （注）独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目



（障害者職業能力開発勘定）

(単位：円)

純資産変動計算書

（　令和６年４月１日　～　令和７年３月３１日　）

減価償却相当累計
額（△）

減損損失相当累計
額（△）

承継資産に係る費
用相当累計額（△）

除売却差額相当累
計額（△）

うち当期総利益
または

当期総損失(△)

当期首残高 30,117,042 30,117,042 △ 6,140,747 △ 791,989 △ 1,133,119 △ 22,015,057 △ 30,080,912 0 42,406,952 - 42,406,952 42,443,082

当期変動額

　Ⅰ　資本剰余金の当期変動額

　　　　　固定資産の除売却 2,066,560 △ 2,096,656 △ 30,096 △ 30,096

　　　　　減価償却 △ 6,006 △ 6,006 △ 6,006

　Ⅱ　利益剰余金の当期変動額

　　（１）利益の処分

　　　　  利益処分による積立て 42,406,952 △ 42,406,952 0 0

　　（２）その他

　　　　　当期純利益または当期純損失（△） △ 13,717,282 △ 13,717,282 △ 13,717,282 △ 13,717,282

当期変動額合計 0 0 2,060,554 0 0 △ 2,096,656 △ 36,102 42,406,952 △ 56,124,234 △ 13,717,282 △ 13,717,282 △ 13,753,384

当期末残高 30,117,042 30,117,042 △ 4,080,193 △ 791,989 △ 1,133,119 △ 24,111,713 △ 30,117,014 42,406,952 △ 13,717,282 △ 13,717,282 28,689,670 28,689,698

Ⅱ　資本剰余金

積立金

当期未処分利益
または

当期未処理損失
(△)

利益剰余金合計

Ⅰ　資本金 Ⅲ　利益剰余金

純資産合計
政府出資金 資本金合計

その他行政コスト累計額

資本剰余金合計



（障害者職業能力開発勘定）

（単位：円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　業務費及び一般管理費による支出 △ 334,657,390
　　人件費支出 △ 430,964,805
　　運営費交付金収入 863,159,000
　　その他業務収入 3,231,359

　　業務活動によるキャッシュ・フロー 100,768,164

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　有形固定資産の取得による支出 △ 1,824,944

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,824,944

Ⅲ　資金増加額 98,943,220

Ⅳ　資金期首残高 200,930,039

Ⅴ　資金期末残高 299,873,259

キャッシュ・フロー計算書
（　令和６年４月１日　～　令和７年３月３１日　）



（障害者職業能力開発勘定）

（単位：円）

Ⅰ 当期未処理損失 △ 13,717,282
当期総損失 △ 13,717,282

Ⅱ 損失処理額
積立金取崩額 13,717,282 13,717,282

Ⅲ 次期繰越欠損金 0

   損失の処理に関する書類



（障害者職業能力開発勘定） 

重要な会計方針 

 

 「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（令和３年９月21日改訂）並びに「『独

立行政法人会計基準』及び『独立行政法人会計基準注解』に関するＱ＆Ａ」（令和４年３月最終改訂）（以

下「独立行政法人会計基準等」という。）を適用して、財務諸表等を作成しております。 

  
 

 １．運営費交付金収益の計上基準 

業務達成基準を採用しております。 

管理部門の活動については、期間進行基準を採用しています。 

    

 ２．減価償却の会計処理方法 

   有形固定資産の減価償却の方法については、定額法を採用しております。 

   なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。 

     機械装置            5年 

     工具器具備品         2～17年  

また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第87第１項）及び資産除去債務に対応する特定の除

去費用等（独立行政法人会計基準第91）に係る減価償却に相当する額については、減価償却相当累計

額として資本剰余金から控除して表示しております。 

 

 ３．特定の承継資産（独立行政法人会計基準第87第２項）の会計処理方法 

   個別法に基づく承継資産のうち、棚卸資産に係る費用相当額については、承継資産に係る費用相当

累計額として資本剰余金から控除して表示しております。 

 

 ４．貸倒引当金の計上基準  

   債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等  

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 

 ５．賞与に係る引当金の計上基準  

   役職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当事業年度に帰属する額を計

上しております。なお、運営費交付金により財源措置がなされる見込みであるため、賞与引当金と同

額を賞与引当金見返として計上しております。 

 

 ６．退職給付に係る引当金の計上基準並びに退職給付費用の処理方法 

役職員の退職給付に備えるため、当該事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につい

ては期間定額基準によっております。 

過去勤務費用は、その発生時の役職員の平均残存勤務期間による定額法により費用処理しておりま

す。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における役職員の平均残存勤務期間による定額法により

按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。 

  なお、退職一時金並びに確定給付企業年金等に係る掛金及び年金積立金不足額については、運営費

交付金により財源措置がなされる見込みであるため、退職給付引当金と同額を退職給付引当金見返と

して計上しております。 

 



（障害者職業能力開発勘定） 

７．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

キャッシュ・フロー計算書における資金は、手許現金及び随時引き出し可能な預金からなっており

ます。 

 

 ８．消費税等の会計処理 

   消費税等の会計処理は、税込方式によっております。 

 

 

重要な会計上の見積り 

 

 退職給付引当金 

１．当事業年度の財務諸表に計上した金額 

  当事業年度 

退職給付引当金 391,595,089円 

 

２．会計上の見積りの内容について国民その他の利害関係者の理解に資するその他の情報 

  採用している退職給付制度の概要につきましては、注記事項〔退職給付債務関係〕に記載した内容

と同一であります。 

   退職給付引当金は、退職給付債務に未認識過去勤務費用及び未認識数理計算上の差異を加減した額

から年金資産の額を控除して算出しており、退職給付債務は、役職員の退職により見込まれる退職給

付の総額のうち、期末までに発生していると認められる額を割り引いて計算しています。また、退職

給付に関連する損益の計算において、年金資産の額に長期期待運用収益率を乗じた期待運用収益の額

を考慮しており、実際運用収益との差異は未認識数理計算上の差異として将来に渡って費用処理され

ます。従って、割引率及び長期期待運用収益率が重要な会計上の見積りに用いた主要な仮定となりま

す。割引率は国債の利回りを参考に決定しており、長期期待運用収益率は、現在及び予想される年金

資産の配分と、年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮し

決定しております。 

   これらの仮定について、将来の不確実な経済条件の変動等により見直しが必要となった場合、翌事

業年度の財務諸表において認識する退職給付引当金に影響を与える可能性があります。 

  



（障害者職業能力開発勘定） 

注記事項 

 

〔貸借対照表関係〕 

・その他行政コスト累計額のうち、出資を財源に取得した資産に係る金額      △ 30,117,014円 

 

〔行政コスト計算書関係〕 
１. 独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 

行政コスト  820,491,689円 

自己収入等 △ 2,761,222円 

機会費用 189,259,285円 

 

独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 1,006,989,752円 

 

２．機会費用の計上方法 

(1) 国又は地方公共団体の財産の無償又は減額された使用料による貸借取引から生ずる機会費用の計

算方法 

都道府県に所在する施設で国及び地方公共団体から借り受けている財産のうち、土地・建物及び

土地に定着している工作物については法律等から算出した使用料を、その他の財産は減価償却相当

額を計上しております。 

 

(2) 政府出資又は地方公共団体出資等から生ずる機会費用の計算に使用した利率 

10年利付国債の令和７年３月末利回りを参考に1.485％で計算しております。 

 

   (3) 国又は地方公共団体との人事交流による出向職員から生ずる機会費用の計算方法 

当該職員が国又は地方公共団体に復帰後退職する際に支払われる退職金のうち、独立行政法人で

の勤務期間に対応する部分について、給与規則に定める退職給付支給基準等を参考に計算しており

ます。 

 

〔損益計算書関係〕    

・業務費 人件費の内訳 

給与及び手当 307,464,635円 

法定福利費（職員） 52,747,691円 

 

・その他の業務費のうち主要な費目及び金額 

謝金 130,972,503円 

備品費 15,789,131円 

消耗品費 14,472,509円 

維持管理・保守修繕費 7,809,967円 

実習損耗教材費 3,553,049円 

 

  



（障害者職業能力開発勘定） 

・一般管理費 人件費の内訳 

給与及び手当 17,463,129円 

法定福利費（職員） 3,064,254円 

役員報酬 713,061円 

法定福利費（役員） 91,419円 

 

・その他の一般管理費のうち主要な費目及び金額 

維持管理・保守修繕費 76,221,920円 

光熱水道料 21,684,897円 

謝金 20,123,321円 

雑役務費 11,218,439円 

燃料費 6,361,043円 

 

・雑益の内訳 

職員宿舎使用料 1,200,909円 

その他の雑収入 810,469円 

情報公開開示手数料 1,090円 

 

〔キャッシュ・フロー計算書関係〕 

  ・資金の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 299,873,259円 

資金期末残高 299,873,259円 

 

〔金融商品関係〕 

 １．金融商品の状況に関する事項  

当機構では、余裕金の運用については独立行政法人通則法第47条の規定に定める金融商品に限定 

しており、株式等は保有しておりません。  

未収金等に係る債務者の信用リスクは、会計規程等に沿ってリスク低減を図っております。      

 

２．金融商品の時価等に関する事項  

令和７年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について、現金は注記を省略

しており、預金、未収金、未払金及び預り金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するこ

とから、注記を省略しております。 

  

〔退職給付債務関係〕 

 １．採用している退職給付制度の概要 

当機構は、役職員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制度として、企業年金

基金制度及び退職一時金制度を採用しております。企業年金基金制度（積立型制度である。）では、

労働関係法人企業年金基金に加入しており、給与と勤務期間に基づいた一時金又は年金を支給して

おります。退職一時金制度（非積立型制度である。）では、退職給付として、給与と勤務期間に基づ

いた一時金を支給しております。 

  



（障害者職業能力開発勘定） 

 ２．確定給付制度 

（１）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

期首における退職給付債務 624,151,800円 

勤務費用 23,011,137円 

利息費用 6,315,620円 

数理計算上の差異の当期発生額 △ 1,637,859円 

退職給付の支払額 △ 102,481,319円 

期末における退職給付債務 549,359,379円 

    

（２）年金資産の期首残高と期末残高の調整表   

期首における年金資産 149,658,157円 

期待運用収益 2,888,402円 

数理計算上の差異の当期発生額 △ 7,026,353円 

事業主からの拠出額 10,841,186円 

退職給付の支払額 △ 9,318,595円 

期末における年金資産 147,042,797円 

 

（３）退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用の調整表 

積立型制度の退職給付債務 174,168,883円 

年金資産 △ 147,042,797円 

積立型制度の未積立退職給付債務 27,126,086円 

非積立型制度の未積立退職給付債務 375,190,496円 

小 計 402,316,582円 

未認識数理計算上の差異 △ 97,323,130円 

未認識過去勤務費用 86,601,637円 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 391,595,089円 

退職給付引当金 391,595,089円 

前払年金費用 － 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 391,595,089円 

 

（４）退職給付に関連する損益 

勤務費用  23,011,137円 

利息費用 6,315,620円 

期待運用収益 △ 2,888,402円 

数理計算上の差異の当期の費用処理額 37,918,608円 

過去勤務費用の当期の費用処理額 △ 17,918,486円 

合 計  46,438,477円 

   

（５）年金資産の主な内訳 

         年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりです。 

債券 21.7% 

株式 20.6% 

預金 3.5% 

その他 54.2% 

合 計 100.0% 
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（６）長期期待運用収益率の設定方法に関する記載 

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金

資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。 

 

（７）数理計算上の計算基礎に関する事項 

期末における主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表しております。） 

       割引率  1.747％（一時金） 

           1.975％（年金） 

       長期期待運用収益率  1.930％ 

  
〔重要な債務負担行為〕 
 該当する事項はありません。 
 
〔重要な後発事象〕 
 該当する事項はありません。 
 

 


